












































































































































































































































































































(14) 厚生労働省H P（ h t t p : / / w w w . m h l w . g o . j p / f i l e /05 - S h i n g i k a i -12601000 - S e i s a k u t o u k a t s u k a n -
Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutantou/0000030047.pdf 2014.6.16アクセス）。
(15) 財務省HP（http://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/proceedings/materi-
al/zaiseia260328.html 2014.6.16アクセス）。
(16) 同日の議事録には，三石社会・援護局保護課長の「実際には，住宅扶助の上限を超えて，ある意味，生活扶助
の一部を住宅費に充てながら住宅扶助の上限を超えるような住居に入られている方も実態としてはいらっしゃる
のかなと考えております」との発言がある。（厚生労働省HP http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/ 2014.1.26アク
セス）。
(17) 堺市HP（http://www.city.sakai.lg.jp/shisei/sonota/kansa/kansakajokyo/hokatsu/22326kansa15.html 2014.6.16ア
クセス）を参照。同資料については，四方理人氏（関西学院大学）にご教示頂いた。
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囲内で，１回乃至数回に繰延べて」などである。『生活と福祉』48号では，無申告の収入（資産活
用・仕送りなど）でまかなっている割合が高い，とも報告されていた。つまり，他の費目や扶助費
の流用，稼働収入の申告逃れ，滞納などにより，無理に収支を合わせる。敷衍すれば，被保護世帯
が基準額内で無理に収支を合わせ，最低生活費を下回る生活を強いられる。
実施機関は，この状況を問題とは認識していたようである。神奈川県民生部保護課（1962）で
は，正攻法の運用として，実際家賃支払額に見合う特別基準を申請する，という方法があることに，
言及している。しかし，その場合基準を超える「住居の程度が果して最低生活の内容として応しい
ものか否か」論議しなければならない（神奈川県民生部保護課 1962：47）として，実施機関・
ケースワーカーは，この議論するという正攻法をとることが，あまり現実的でない，と判断してい
るようである。
神奈川県（1956）には，ある地区担当員が「被保護世帯の住宅費の実態について」と題した報
告を行った記録がある。そこには「保護は“必要即応”の原則により実施されるのでありますが」，
大部分のものが基準額では賄い得ない，「勿論保護法上に於いては“特別基準の設定”という手段
もありますがその手続のハンサなこと，又その理由付の困難性ということにより現実問題としては
“特別基準の設定”の手続きがなし得ないというのが現場のケースワーカーの姿ではないでしょう
か」と記されていた。
最近の資料である，堺市監査委員資料では，住宅扶助基準内家賃の住宅への引越しを指導してい
る実態がうかがえる。すなわち基準家賃を超えている被保護者に対する転居指導調査をした全ての
案件について，ケースワーカーの訪問時に毎回，引越し指導がなされていた。しかし，堺市監査委
員会の調査中，「現実に基準内家賃の住居への転居は西区を調査した案件の中では１件であった」
という。
このように住宅扶助基準の運用では，基準の策定と異なり，実費保障は重視されない。むしろ住
宅扶助特別基準は，給付上限として機能し，本来的な意味での特別基準の運用は抑制されている。
事実上，「基準及び程度の原則」「必要即応の原則」の趣旨に適わない運用がなされ，被保護世帯に
は基準額にあわせたやり繰りを求める。
新法で住宅扶助を創設した趣旨に照らせば，この運用が慣例化するなかで，住宅扶助単給の措置
が抑制されたのではないかと推測できる。住宅扶助単給が積極的に行われるには，これらの原則を
厳密に実現しようとする契機が欠かせないと考える（18）。ただし，神奈川県民生部保護課（1962）
には，わずかな数であるが，図上に住宅扶助単給世帯が認められる。庄谷（1975）は，厚生省社
会局保護課監修（1958）によって，住宅扶助単給が，「急迫度合が医療費に較べて軽いからという
理由で当分見送る」とされたとしているが，これは資料の読み違いと思われる。厚生省社会局保護
課監修（1958：52）において「当分の間は，生活扶助又は医療扶助を現に受けている世帯に限り
(18) 「生活保護制度の在り方に関する専門員会 第９回」（2004年３月22日）資料１の１頁において，この時点で
の厚生労働省の要否判定の考え方が示されている。ここでは，住宅扶助単給は，「資産要件を緩和したうえで住
宅扶助を支給することとなり，生活保護制度の考え方（補足性の原理）から困難である」としている。ただし，
「生活保護制度の在り方に関する専門委員会報告書」（2004年12月15日）では，「（2）現行の扶助体系と給付方
法・住宅扶助について，他の扶助と切り離した支給を可能とすること」と書かれている。
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適用する」としたのは，住宅扶助のうち修理費である。生活保護の歴史上，住宅扶助単給の実績は
皆無ではない。
おわりに
住宅扶助基準の歴史をたどり，その策定方針として確認できたのは，地代家賃統制令の足かせを
自ら外し，第２種公営住宅等の家賃額や被保護世帯の実態家賃額を目安に実費をカバーする「住宅
費実費主義」である。これは，生活保護法の原則に照らして妥当な方針と，ひとまずは評価でき
る。
問題は，その方針が基準額を運用した結果にも貫かれているわけではないことである。住宅扶助
特別基準額でも，被保護世帯の実態家賃をカバーし切れているわけではない。カバー率は９割前後
で推移してきたと考えられる。実施機関において，家賃に合った特別基準を申請することはためら
われてきたようである。結果として，被保護世帯が無理に収支を合わせ，他の費目や扶助費の流用，
収入の申告逃れ，滞納が生じている。生活保護の運用によって最低生活費を下回る生活を強いるこ
とになり，あるいは不正を強いる結果となり，適当な状況とはいえない。
この状況と，住宅扶助が対応する家賃は他の費目（飲食物費や被服費等）の支出と異なりやり繰
りできる余地のほぼないことを踏まえれば，基準額設定時の方針と一貫して実費を保障する運用を
すべきである。とはいえ，この運用は，極論すれば基準額はあって無いようなものになる，という
批判が考えられよう。家賃基準は，ベヴァリッジ報告で指摘されたように，あらゆるケースに適当
なものの策定は困難であり，難問なのである。
この難問の解決の糸口を見出すには，少なくとも住宅セーフティ・ネットの再構築との関係で議
論を深めることが欠かせない（19）。１節で触れた八木（2006）にまとめられた住宅セーフティ・ネ
ットの再構築の提案は二つある。「公的賃貸住宅制度の再構築」と「民間住宅を活用した家賃補助」
である。ここでは，本稿の議論と特に関係する後者に触れたい。
八木（2006）によれば，「民間住宅を活用した家賃補助」について導入を支持する声は大きく，
「貧困と言う入居権利のある者に対して，公営住宅でのみ対応するのは矛盾」があり，他方で公営
住宅行政について，「現在の応能応益家賃体系の見直し，入居収入基準，入居者選定方法などの改
善を行う必要」があると指摘している。
公営住宅改革案を四段階に分けて論じた内田（2004）は，セーフティ・ネットとしての公営住
宅の必要性，公営住宅行政と生活保護行政（住宅扶助）との理念の違いを前提として，両者の役割
分担について早急な整理が必要と指摘する。たとえば，公営住宅の一戸当たりの公的助成は住宅扶
助費を大きく上回るが，多額な預貯金を有しながら低額家賃の公営住宅に入居する者がいて，公営
住宅への入居資格を有しながら何ら公的支援を受けずに民間借家に居住している者との公平性に欠
けるという問題である。
(19) なお，生活保護における住宅扶助基準裁定の問題と，低所得・賃貸住宅層への住宅手当の基準裁定の問題を同
様に扱ってよいのか，そしていずれについても，基準裁定にあたり，その妥当性をいかに判断するのか，住居の
質の最低限をどう考えるのか，という点は重要であり，今後の研究課題としたい。
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これらの議論を踏まえ，住宅扶助基準額の設定，現在国の審議会で進められている検証にあたっ
ても，公営住宅，特に応能応益家賃との関連の検討は不可欠と考えられる。住宅扶助基準額の策定
経過の歴史上，公営住宅家賃額との関連が重視されていたことを思い起こしたい。他方で，唯一の
家賃補助制度であった住宅扶助の意義に照らして，再び注目されている，住宅扶助単給化案も検討
すべきである。
菊池（2004）は，住居保障は所得保障に含めれば足りると考えてきたが，住居にはまとまった
費用を要し生活維持に困難をきたす場合が少なくないこと，自立助長の目的からすれば施設ではな
く在宅での生活を望む本人の意思が極力尊重されるべきことから，住宅扶助の単給を緩やかに認め
るべきであるという。岩田（2012）は，高齢者の生活保障が，現在の生活保護＋年金ではなく，
年金によって基礎づけられ，生活保護は短期的な貧困に対応することを提案し，その際，賃貸住宅
層への住宅扶助と何らかの医療扶助の継続は必要であり，住宅扶助の単給化が課題になるという。
このように単給化の提案で重視されているのは，生活基盤としての住居，賃貸住宅の重要性であ
る（20）。はじめに述べたように，公的扶助である生活保護は事後的な救済手段に位置付けられるが，
住宅の特性に鑑みれば，医療扶助に倣って住宅扶助の要否判定を構築することは一考に値する。本
稿に述べた歴史を踏まえ，現在の制度の枠内で考えられることからスタートして，他の住宅セーフ
ティ・ネットの進捗状況をみながら，議論を深めていくべきと考える。
（いわなが・りえ　神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部社会福祉学科講師）
〈付記〉本研究は，平成25～27年度科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金）「災害・事故に対する脆弱性の
高い『社会的弱者』の生活を支える制度の在り方の探究」（課題番号25780339）（研究代表 岩永理恵）による助
成を受けている。
また，本稿の執筆にあたり，匿名の査読者から多くの有益なコメントをいただいた。記して感謝申し上げたい。
もちろん，本稿の瑕疵はすべて筆者の責任である。
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